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物流における自動化の進展と物流会社の取るべきポジション
株式会社 野村総合研究所
グローバルインフラコンサルティング部
副主任コンサルタント　大澤  遼一

1	 はじめに

　物流において、技術の進展や労働者不足を背景に

自動化・省人化が進んでいる。さらに、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、物流プロセスの自動

化・省人化がより注目を集めるようになった。

　物流プロセスを大きく保管・輸送・手配の三つに

切り分けると、2020 年時点での自動化・省人化の

進展状況は図表１の通りとなる。物流は労働集約型

のビジネスが主である。AI や IoT の活用が進むこ

とで、業務の大半が自動化・省人化され、資本集約

型の産業に移行する転換点に位置している。特に保

管プロセスにおいては、荷受けから仕分け、梱包（こ

んぽう）、出庫に至るまでのほとんどを自動化した

倉庫が日本国内においても稼働し始めており、各社

が積極的に展開を進めている。

　本稿では、こうした労働集約型から資本集約型へ

の変化が、物流の各プロセスにおいてどのように進

展するか、そして物流業界にどのような影響をもた

らすかを展望する。まず 2 章では、他の分野にお

いて、自動化の進展に伴い労働集約型から資本集約

型へどのように産業全体が移行してきたかを振り返

り、物流における変化を予見する。3 章では、自動

化が既存プレーヤーの競争環境にもたらす影響につ

いて指摘する。4 章では、競争環境の変化を踏まえ、

物流業界において取り得るポジションとそこに向け

た打ち手について論じる。

図表1　物流の各プロセスにおける自動化・省人化の取り組み 

  出所）NRI 作成
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2	 自動化に伴う労働生産性の変化

　図表 2 に 1990 年以降の各産業の労働生産性指数

の変化を示す。物流業が含まれる運輸業、郵便業で

は、2000 〜 19 年の間に、労働生産性指数が 5%

程度低下した。同じ期間に製造工業や情報通信業、

金融業、保険業の労働生産性指数が 10 〜 35% 程

度上昇しているのとは対照的である。物流と同様に、

現地現物でサービスを提供する建設業も労働生産性

指数が 5% 程度低下している。2000 年以降、自動

化技術の導入等はあまり進んでいない、運輸業、郵

便業ならびに建設業では労働生産性が向上してこな

かった。

　製造業においては、製造設備の導入・進展に伴い、

生産性が向上してきた。労働生産性は労働装備率×

設備生産性により算出できる。ここで、労働装備率

= 有形固定資産額÷就業者数、設備生産性 = 付加価

値額÷有形固定資産額、である。例として、輸送用

機械器具製造業（自動車製造業など、以下輸送機械

製造業）における労働生産性・労働装備率・設備生

産性の変化を図表 3 に示す。輸送機械製造業におい

ては、労働装備率が 2000 年まで一貫して上昇して

いる。この期間がまさに、労働集約型の産業から資

本集約型の産業に変化してきたプロセスを示すもの

に他ならない。この期間、設備生産性はほぼ一定の

値を取っている。一方、2000 年以降は労働装備率

ではなく、設備生産性の伸びが労働生産性の上昇に

寄与している。導入した機械やその運用の効率化・

最適化が生産性を押し上げていると読み取れる。

　物流の領域においては、これらの変化が同時並行

的に進むと考える。倉庫やトラック輸送などの実作

業を例に挙げると、既に存在する設備に加えて、倉

庫内搬送用ロボットやトラックの自動運転設備の導

入が進み、労働装備率が上昇する。並行して、自動

化された倉庫やトラックを、以前よりも高稼働で運

用することが競争上必要となり、設備生産性も上昇

すると考える。これらの変化を次章で詳述する。

　日本における AI などによる業務の自動化・省人

化の影響を考慮した労働者予測によると、運輸・物

流系労働者の 2016 ～ 30 年の減少率は 25 〜 34%

と予測されており、これは同期間に 35% 以上減少

図表2　各産業の労働生産性指数の変化 

  注）	 2000 年の労働生産性指数を 100 とした。金融業、保険業のみ 2003 年を 100 とした
  出所）	（公財）日本生産性本部「生産性統計」より NRI 作成
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すると予測されている工場労働者に迫る減少率であ

る※ 1。直近 10 ～ 15 年の間に、物流領域における

自動化・省人化は製造業と同じような速度で進むと

考えられる。

　次の章では自動化技術に伴い、物流領域の競争環

境がどのように変化するかを見ていく。

3	 自動化に伴う競争環境の変化

1）	 物流会社の種類

　自動化の影響や進展速度は、保管・輸送・手配の

プロセスごとに異なると考えられる。これらのプロ

セスに対して、物流会社がどの程度ずつ軸足を置い

ているのか、分類するところから議論を始めたい。

　図表 4 には、物流会社のアセット種別による類型

を示す。横軸の有形固定資産回転率は各物流会社が、

売り上げを生み出すためのアセットをどの程度持っ

ているかを示すものである。縦軸の平均減価償却期

間は、各企業が保有するアセットに、償却期間の長

い倉庫などが多いのか、償却期間の短い車両などが

多いのかを示すものである。

　これらは横軸で大きく三つ程度に分割できる。一

番左のタイプ①が、倉庫・トラック・船・航空機な

どのアセットを大量に保有する企業である。真ん中

のタイプ②が、3PL 企業※ 2 であり、アセットを保

有しつつも、一部他企業のアセットを使いながら、

付加価値を顧客に提供している企業である。一番右

のタイプ③が有形固定資産を売上高の 10 分の 1 以

下しか抱えない、フォワーダー※ 3 を中心としたア

セットライトな企業である。

　これらに対する自動化の影響は異なっている。タ

イプ①は主に保管や輸送などの実作業を担ってお

り、これらの一部プロセスが自動化される可能性が

ある。タイプ③は手配が中心であり、手配の自動化・

省人化の影響を受ける。タイプ②は保管や輸送など

の実作業ならびに手配のいずれも実施しており、い

ずれの領域においても自動化の影響を受けることに

なる。

図表3　輸送用機械器具製造業における生産性の変化 

  注）	 1955 年と 1960 年と 2005 年は 4 人以上の事業所、それ以外は 10 人以上の事業所の合計。2005 年の物価にあわせる形で	
		  GDP デフレーターを使って割り戻して算出している。2010 年は 30 人以上の事業所のデータしかなかったため、2011 年のデー	
		  タを用いた
  出所）	経済産業省「工業統計調査」、内閣府「国民経済計算（GDP 統計）」より NRI 作成
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2）	 保管における自動化の影響と競争環境の変化

　保管の領域においては、タイプ②に該当する 3PL

企業やタイプ①の倉庫企業だけでなく、不動産企業

も積極的な投資を行っている。特に積極的に保管の

自動化を進める企業が近年実施している取り組みを

図表 5 にまとめた。ここでは不動産企業のうち物流

不動産への投資を積極的に進める大手 3 社の取り組

みを示す。

　図表 5 に示す通り、各社は、倉庫内作業の自動

化に関連した取り組みだけでなく、在庫管理、受発

注管理、配車・運行管理システムの領域についても

投資や提携を拡大している。大和ハウスグループは

2018 年 4 月にこれらのテクノロジーを駆使した複

数荷主共同利用型の「Intelligent Logistics Center 

PROTO」を立ち上げており、倉庫内の自動化だけ

でなく、荷主の物流マネジメント全体を受託する方

向での動きが進んでいるように見受けられる。

　これまでは、荷主から保管業務全体をタイプ②の

企業が引き受け、タイプ②の企業が、自身の倉庫や

タイプ①の企業の倉庫を使い、必要に応じて外部か

ら作業員を受け入れ、保管サービスを提供してきた。

自動化が進展すると、作業員を受け入れるプロセス

がほぼなくなる。また、自動化に伴い、倉庫を建て

る時点で荷主のニーズを一定程度想定し、自動化設

備を導入する必要性が発生している。このことから、

倉庫を建てるポジションにいたタイプ①の企業に

とっては、自動化設備の導入や周辺ソリューション

提供により保管業務全体を受託するポジションに転

換しやすくなっているとみられる。

※1　McK insey G loba l  Ins t i tu te  
“Jobs Lost, Jobs Gained: Workforce 
Transitions in a time of automation”
※ 2　3rd Party Logistics のことで、荷
主の物流業務を包括的に受託し実行する
企業
※ 3　自らは輸送手段を持たず、他社の
アセット（船、飛行機、トラックなど）を
利用し、荷主と直接契約して貨物輸送を
行う事業者

図表4　物流会社のアセット種別による類型 

  注）	 2018 年度のデータより算出。有形固定資産回転率＝売上高÷有形固定資産、平均減価償却期間＝有形固定資産÷減価償却費
		  より算出
  出所）	各社 IR 資料より NRI 作成
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　一方で、タイプ②の企業である日立物流も、複数

荷主共同利用型の自動倉庫「EC プラットフォーム

センター」を立ち上げている。このように保管プロ

セスの自動化に伴い、投資力のあるプレーヤーが自

動倉庫を建て、それを共同利用型などで展開しつつ、

周辺物流サービスをあわせて提供するような形態が

主流になっていくと考えられる。

　これまで、保管領域における価値の源泉の中心は、

荷主にとって低コスト・利便性の高い立地に倉庫を

有することであったが、荷主の保管に関連したサー

ビスを包括的に提供できることに価値が移行して

いくと考えられる。この変化の過程で、労働者が機

械に置き換わることで労働装備率が上昇するととも

に、在庫回転率の高い EC 品などをターゲットとす

ることで、設備生産性もあわせて上昇すると考えら

れる。

3）輸送における自動化の影響と競争環境の変化

　ここでは輸送のうち、今後自動化が進んだ際にコ

スト構造への影響が大きい、トラック輸送を取り上

げる。トラック輸送においては、保管同様、荷主

から輸送業務全体をタイプ②企業が受託し、主にト

ラックとドライバーを保有する事業者（タイプ①）

に一部を委託して、輸送を行っていることが大半で

ある。2006 年の調査を踏まえた分析※ 5 では、荷主

から直接輸送を受託している事業者は、受託量の 3

分の 1 ほどをタイプ①の事業者に委託しているとさ

れる。

　トラックを保有するタイプ①の企業の 76% が保

有車両台数 20 台以下の企業となっている※ 6。また

一般貨物運送事業者の 2015 〜 17 年度の営業利益

率は－ 0.3 〜＋ 0.2% で推移しており、投資体力に

乏しい。トラックの自動化が進むと、自動化技術を

図表5　倉庫自動化を進める事業者の投資領域 

  出所）	各社ニュースリリースより NRI 作成
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搭載することで、徐々にトラック本体の価格が上昇

すると考えられる。また、タイプ①の企業は現在一

定数のドライバーを抱えており、ドライバーによる

輸送事業と競合することから自動化したトラックへ

の投資を積極的には行いづらい。

　では、どのようなプレーヤーが自動化したトラッ

クの保有者となり得るだろうか。トラックの保有者

は投資を回収する必要があることから、運行収入を

担保するベースとなる貨物（ベースカーゴ）が必要

となる。現在一定のベースカーゴを有するのは、タ

イプ②で元請けとなっている企業群である。トラッ

ク輸送はネットワークとして提供するサービスであ

ること、またその前後で発生する業務と一緒に提

供されることの多いサービスであることから、現在

ベースカーゴを有さない企業が、自動運転トラック

を保有し、直接荷主にサービス提供することは難し

い。このことから、現在のタイプ②の企業がサービ

ス提供主体となり、それらが直接自動運転トラック

を保有するか、あるいは、国際輸送のように、キャ

リア（船社や航空会社）と呼ばれるタイプ①の企業

がアセットを保有し、タイプ②の企業がそれらを時

間借りするようになるかのいずれかと考えられる。

　これまでトラックとドライバーを保有するタイプ

①の企業の価値の源泉は、トラックの運行管理とド

ライバーの労務管理であった。トラックが自動化す

ることで、特に後者の価値がなくなり、より投資体

力のある企業が大量にトラックを抱え、いかに稼働

率を高めて安くトラックを提供できるかが価値の源

泉となる。この変化の過程で、トラックが自動化さ

れることで労働装備率が上昇するとともに、トラッ

クの稼働率が高まり、設備生産性も向上すると考え

られる。

4）	 手配における自動化の影響と競争環境の変化

　手配を主ななりわいとするタイプ②の企業（3PL）

やタイプ③の企業（フォワーダーなど）の価値の源

泉は、（1）煩雑な手配プロセスの代替、（2）顧客の

物流プロセスの改善、（3）大量の貨物を背景とした

購買力、の三つであった。デジタル化・自動化はこ

れらの価値提供の重要性を高める。

　（1）煩雑な手配プロセスの代替の価値が大きいの

がフォワーディングである。フォワーディング領域

においては見積もり回答の自動化やブッキングの自

動連携などが進んでいる。Flexport などのデジタル

フォワーダーは、既存のフォワーダーが人手をかけ

て実施してきた手配プロセスをデジタル化すること

で省人化を進めている。例えば見積もり回答に関わ

る業務は、既存のフォワーダーの業務全体の 5% 程

度を占めるとみられ、自動化により大きな改善効果

が見込まれる。これらデジタルフォワーダーでも輸

出入通関業務やトラックの手配業務など、フォワー

ディングの最も煩雑な領域の自動化は 2020 年時点

では十分に進んでいないとみられる。通関業務など

は、あくまで書面上のプロセスであることから、過

去のデータを蓄積・学習することで、今後自動化・

省人化が可能なプロセスと考えられる。このように、

（1）煩雑な手配プロセスを代替するという価値の源

泉は残存するものの、これらがヒトから機械に置き

換わることで、低コスト化が進むと考えられる。実

際にデジタルフォワーダー最大手の Flexport は毎

年 +100% 程度売り上げを伸ばしているものとみら

れる。
※ 4　Wa r e h o u s e  M a n a g e m e n t  
System（倉庫管理システム）のこと
※ 5　小野秀昭「トラック運送業界の多
層取引に関する考察」日本物流学会誌第
16 号 2008 年 5 月
※ 6　（公社）全日本トラック協会「日本
のトラック輸送産業の現状と課題 2019」
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　（1）の別の形態として、マッチングプラットフォー

マー（以下、マッチング PF）が挙げられる。トラッ

クや倉庫などのアセットを有するタイプ①の企業は

多数存在する。それらの中から必要なタイミングで

空いているトラックや倉庫を探すことは、トラック

ドライバーの減少が進んでいることもあり、タイプ

②の企業や荷主が大きく時間を割いている業務であ

る。この問題を解決するのがマッチング PF である。

日本において、トラック輸送であればトランコムや

CBcloud、倉庫であれば souco などの企業がサービ

スを提供している。これらの企業は、現在タイプ②

の企業とタイプ①の企業とをマッチングするという

ポジションに位置している。マッチング PF を利用

するユーザーとトラックや倉庫などのアセットの提

供者が増加するほど、当該マッチング PF の重要性

は高まる。前述の通り、荷主から直接業務を受託す

る事業者が下請けに委託している量は全体の 3 分の

1 ほどにすぎないため、現状マッチング PF はベー

スカーゴというよりは、変動需要に対応している側

面が強い。現在存在するマッチング PF はいずれも

「マッチング」サービス提供を主軸とし、加えてタ

イプ①の企業の業務を代替するようなサービス（ト

ラックの運行管理など）を提供している。現状マッ

チング PF はベースカーゴではなく変動需要を中心

に対応しているため、規模が限定されている。将来、

マッチング PF が、荷主の手配要望に極力対応しき

るサービスを荷主へ提供することで荷主の荷物を獲

得し、ベースカーゴを増やした際には、現在の 3PL

などと同じ直接荷主に包括的な物流サービスを提供

するポジションに転換する可能性がある。

　（2）顧客の物流プロセスの改善は、手配を主なな

りわいとするタイプ②、③の企業にとって重要度が

高まると考えられる。デジタル化に伴い、顧客（荷

主）の物流やサプライチェーンの現状を分析し、そ

れを改善したり、あるいは自動化したりする余地が

増している。現状の輸送ネットワークを分析し、そ

の改善・最適化の提案をすることは既に多くの物流

企業が取り組んでいることである。より踏み込めば、

顧客の受発注データを分析し、発注タイミングを最

適化・自動化するなどの商流に踏み込んだサービス

提供・価値提供を求められるだろう。

　（3）大量の貨物を背景とした購買力は引き続き、

手配を主ななりわいとするタイプ②、③の企業に

とって競争力の源泉であり続ける。一般にアセット

ライトなタイプ③の企業が競争力のある価格を顧客

に提示できるのは、大量の貨物を背景にアセットヘ

ビーなタイプ①の事業者に対して強い購買力を有す

るためである。トラック輸送の自動化で見たように、

海上輸送・航空輸送だけでなく、陸上輸送（陸送）

においてもアセットヘビーな会社が誕生すると、ア

セットライトなタイプ③の企業にとっては、購買力

がより重要となる。

　手配を主ななりわいとするタイプ②の企業やタイ

プ③の企業にとっての価値の源泉は、顧客にとって

コアではない物流業務をいかに低コストで受託でき

るかという点にあった。今後も、この価値の軸足は

変わることなく、いかに顧客（荷主）にとって利便

性が高く、かつ当該物流会社に委託することで物流

や関連するプロセスを改善できるかが問われる。こ

れらの価値提供を通して多くの貨物を取り扱うこと

が、競争上重要となる。

4	 物流業界における将来のポジション獲得・

	 維持に向けて

1）	 物流業界において取り得るポジション

　物流のバリューチェーンにおける現状のプレー

ヤーと、将来の各プレーヤーのポジションとして想
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定されるものを図表 6 に示す。3 章で見た通り、保

管については自動倉庫のオーナーとなる企業がア

セット保有にとどまらず、ほぼ自動化された倉庫を

用いて実作業を代替し、さらに大和ハウスグループ

などの動きに見られる通り、手配・管理まで担う姿

が想定される。ただし、こうした自動倉庫中心のサー

ビス提供では顧客の物流をカバーできないケースが

多く発生すると考えられ、そういった荷主に対して

は現状と同じように手配を担う企業が荷主と自動倉

庫オーナーとの間に介在すると考えられる。

　陸送について、図表 6 の状態が実現するのは、保

管よりもかなり先になると考えられる。トラックが

自動運転化されることで、現在のような中小の貨物

運送事業者が市場の多くを占めている状況からは一

変すると考えられる。自動化されたトラックをいか

に大量に抱え、それらの稼働率を高め、安く輸送能

力を提供するかが競争を勝ち抜くための要因となる

状況が想定される。その際には、現在元請けのポジ

ションにあるタイプ②の企業や他の現在物流領域に

進出していない、投資体力のある企業が自動化され

たトラックの保有者となり、実作業である輸送サー

ビスを提供することとなる。これらはまさに船社や

航空会社のようなキャリアと同じようなポジション

と想定される。

　 将 来、 手 配・ 管 理 の 領 域 を 担 う 企 業 を Lead 

Logistics Provider と位置付ける。手配のこれまで

の付加価値は（1）煩雑な手配プロセスの代替、（2）

顧客の物流プロセスの改善、（3）大量の貨物を背

景とした購買力、の三つであった。（1）は物流会

社内でも自動化・省人化が進むと考えられる。短期

的にトラック輸送が自動化されていない段階におい

ては、マッチングは価値となり得るが、中長期的に

はトラック輸送が自動化され、トラック輸送のサー

ビス提供主体がアセットオーナーに集約され、その

付加価値は減少する。より差別化の源泉となるの

は（2）や（3）の価値となる。顧客の物流プロセ

スを改善するサービスを提供することで顧客内シェ

アを高め、そのことで顧客全体から受託している貨

物量が増え、その結果、アセットオーナーに対する

購買力が高まり、調達価格を低減、顧客内シェア向

上につながるというループを回すプレーヤーが想定

される。これは顧客の物流ならびにサプライチェー

図表6　物流会社の取り得るポジション 

  出所）	NRI 作成 	
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ンの全体を俯瞰（ふかん）し、最適化を進めるアウ

トソーシングサービスを提供する Lead Logistics 

Provider に他ならない。

　以上を踏まえると、図表 4 において左上（タイプ

①のうち倉庫の保有が主）に位置する自動倉庫オー

ナー、左下（タイプ①のうち車両や船、飛行機の保

有が主）に位置するアセットオーナー、右側（タイ

プ③）に位置する Lead Logistics Provider の三つ

に大きく分かれることになる。

2）	 将来のポジション獲得に向けて、物流会社が

	 取り組むべき事項

　保管や陸送の領域において、タイプ①の企業のう

ち倉庫企業が自動倉庫オーナーとなる、あるいはト

ラック輸送企業が自動トラックオーナーとなるため

の打ち手は既に示唆してきたところである。自動化

技術の変化を捉え、それらに対して、積極的に投資

することが重要だろう。自動化されたアセット（倉

庫・トラック）のオーナーになるためには、自動化

が一定の経済合理性を有した段階で素早く投資を行

うことが重要と考える。それと並行してベースカー

ゴを有するプレーヤー（Lead Logistics Provider）

と提携を進め、自動化されたアセットの稼働率を高

め、価格を低減し、顧客を増やすというサイクルを

回す必要がある。自動倉庫は他の周辺ソリューショ

ンと組み合わせることで手配・管理の領域までも含

めたサービスとして提供できる可能性を秘めるた

め、大和ハウスグループのような在庫管理・受発注

管理などの周辺サービスへの投資も重要といえる。

　タイプ②の 3PL 企業にとっては複数の選択肢が

あり得る。自動倉庫や自動トラックへの投資を加速

することで、これらすべてのポジションを兼ねるの

か、あるいは、アセットを保有しないタイプ③に寄っ

ていくかの意思決定が必要となる。いずれのケース

であっても、手配・管理が顧客（荷主）との接点の

根幹であり、Lead Logistics Provider としてのポ

ジションを確保することは不可欠である。なお、タ

イプ③の企業にとっては、Lead Logistics Provider

としてのポジションを確保することが最優先とな

る。

　では、Lead Logistics Provider としてのポジショ

ンを確保するためにすべきことは何だろうか。先述

の通り、（1）煩雑な手配プロセスの代替、（2）顧客

の物流プロセスの改善、（3）大量の貨物を背景とし

た購買力の三つが手配における価値であり、（1）が

短期的には重要となる。煩雑な手配プロセスである、

社内の各種手配プロセスの自動化を進め、手配を

効率化することは短期的に競争上の優位性につなが

る。特にトラック輸送の供給構造が現状と変わらな

い間は、トラック輸送を手配するプロセスが煩雑と

なる。具体的には、3PL 企業自身が有するトラック

輸送能力と、外部企業が有するトラック輸送能力と

をデジタルに管理し、極力自動的にマッチング・手

配することで、手配にかかるコストと時間を大きく

短縮できる。このように短期的には（1）に投資す

ることで、大きく手配コストを減らすことができる

だろう。

　Lead Logistics Provider としてのポジション確

保のために中長期的に重要なのは、（2）を起点とし

た（3）である。筆者が本誌の 2018 年 8 月号※ 7 で

指摘したように、一部の物流業者は荷主の調達業務

等を包括的に受託し、当該業務受託において蓄積さ

れるデジタルデータの分析を通して、当該業務を自

動化・効率化するという価値提供を進めている。日

本ではこうした Contract Logistics※ 8 に適したゲ

インシェア型※ 9 の契約形態が普及する見込みは低

い。明確にマネタイズできないとしても、（2）の価

値提供を通して、（3）受託する貨物量を増やして
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いくという活動は中長期的な差別化として重要であ

る。こうした（2）の付加価値提供を行うサービス

開発は一朝一夕では進まない。2018 年 8 月号で紹

介した金属商社の Bossard は顧客であるメーカー

の工場内に重量センサー付きの部品ボックスを設置

し、顧客の利用状況を把握し、それらのデータを活

用して、発注・輸送を最適化・自動化している。か

つては単なる金属商社であった Bossard は、メー

カーの製造プロセス評価や開発アドバイス、工場の

在庫管理のサポートなどのサービスを提供すること

で徐々に顧客の工場の中に入っていった。このよう

に、顧客（荷主）のどのようなプロセスに入り込み

たいかの方向性を明確にし、そこに入り込んでいく

ための、顧客の事業課題・経営課題に訴求するサー

ビス開発を進めることが重要と考える。

　以上のように、各企業は、自社としてどのような

ポジションを将来目指すのかを明確にし、そこに対

する投資を推進する必要がある。
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